
 
緊急な対応の具体策（木材産業関係抜粋）  

 
１．「雇用」の基盤づくり  
（２）雇用創造・人材育成の支援  
 ○成長分野を中心とした雇用創造・人材育成等  

「森林林業再生プランに基づき林業を成長・雇用創出産業として再生するため

の対策を緊急に進める。  
（３）中小企業に対する金融支援  
   中小企業に対する金融支援等を通じて雇用の確保を図る。  
＜具体的な措置＞  
 ○中小企業に対する金融支援  
  (ｱ)信用保証協会による保証付き貸付の返済負担の軽減 【経済産業省、財務省】 

円高等の厳しい経済環境の下、信用保証協会の保証付き貸付について、中小企

業の当面の返済負担軽減に対応できるよう、条件変更の実績を勘案し、信用保

証制度を支える日本政策金融公庫の財政基盤を強化する。  
  (ｲ)デフレに伴う実質金利高に対応するための金利の引下げ  
            【内閣府、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省】 

円高・デフレ下で、長期の設備投資等を行う企業に対して実施している金利引

下げ措置を今年度下半期においても実施する。  
  (ｳ)特別相談窓口の設置と資金繰りの支援  
            【内閣府、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省】 

信用保証協会、日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫、商工組合中央金庫

等において、円高等の影響を受ける中小企業等向けの特別相談窓口を設置する

とともに、景気対応緊急保証、セーフティネット貸付、危機対応業務等を活用

した資金繰り支援を行う。  
  (ｴ)円高等が企業金融に与える影響の把握と民間金融機関に対する中小企業等へ  
   の金融円滑化の要請【金融庁】  

金融仲介機能の十全なる発揮の観点から、円高等が企業金融に与える影響を調

査・把握するとともに、民間金融機関に対し中小企業をはじめとした企業金融

の円滑化を要請する。  
 ○中小企業支援施策の「ワンストップ・サービス・デイ」の開催  【経済産業省】 

関係機関の協力の下、利用者が一つの窓口で必要な各種支援サービス（資金繰

り相談、新事業展開などの経営相談、雇用調整助成金の相談など）の利用がで

きるよう、「ワンストップ・サービス・デイ」を開催する。  
 
２．「投資」の基盤づくり（省略）  
 
３．「消費」の基盤づくり  

 景気下支え効果が大きい環境関連の家計需要支援策である家電エコポイント制

度、住宅エコポイント制度、及び優良住宅取得支援制度（フラット３５Ｓ）の大幅

な金利引下げの延長等の緊急措置を講じる。  
 （２）住宅エコポイント制度の延長【経済産業省、国土交通省、環境省】  
 ＜具体的な措置＞  

エコポイント制度の延長（平成 23 年 12 月末まで） 〔規模 1,400 億円程度〕 
エコ住宅の新築、介護にも役立つバリアフリーリフォームを含めたエコ住宅へ

のリフォームに対してポイントを発行する制度を１年延長する（平成 23 年
12 月 31 日まで延長）。  

 （３）優良住宅取得支援制度（フラット３５Ｓ）の大幅な金利引下げの延長  

別紙２  



          【国土交通省】  
＜具体的な措置＞  

大幅な金利引下げ措置の延長（平成 23 年 12 月末まで）〔規模 2,200 億円程度〕 
耐震性、省エネルギー性等の性能に優れた優良住宅の取得に対し、当初 10 年
間の金利引下げ幅を時限的に 0.3％から 1.0％に拡大する措置を１年延長する

（平成 23 年 12 月 30 日まで延長）。  また、住宅については、引き続き、各

種税制の活用を図る。  
 
４．耐震化・ゲリラ豪雨対策等の「地域の防災対策」（省略）  
 
５．日本を元気にする規制改革１００  
＜具体的な措置＞  
 ○都市再生、住宅投資の加速化  

・  都市再生の推進や老朽建築物の建替えを促進する観点から、これらに資する  
容積率の緩和及びマンション建替え円滑化法の要件緩和について、平成 22 年
度中に措置を講じる。  

 
 ○環境･エネルギー技術の投資･利用促進  
  ・  再生可能エネルギーの全量買取制度の円滑な導入を目指す  
  ・  木質バイオマスを火力発電所等でボイラー燃料として利用する場合の規制の  

在り方について、実態を十分に把握した上で所要の検討を行う。  
 
 ○観光振興をはじめとした地域活性化  
  ・  森林・林業再生に向け、施業の集約化を促進するため、路網整備に係る森林  

所有者の同意取り付け円滑化に向けたルール整備について、早急に検討に着手

し、平成 22 年度中に結論を得た上で、平成 23 年通常国会に法案を提出すると

ともに、森林簿・森林計画図の事業者への情報公開について平成 22 年度中に

都道府県に助言を行う。  
 
付表 別表 1 既定の改革の実施時期を前倒しする事項  
   別表 2 ５分野を中心とした需要･雇用創出効果の高い規制･制度改革事項  
  → 木材に関連すると思われるものは付表 参照  
 
〔参考〕  
 
「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」についての全文（３１頁）  

http://www.kantei.go.jp/jp/keizaitaisaku2010/keizaitaisaku.pdf 
 
 経済対策に盛り込まれた経済産業省関連施策の概要  
 http://www.meti.go.jp/topic/downloadfiles/100910strategy01.pdf 
 
 「新成長戦略実現に向けた 3 段構えの経済対策」を受けた中小企業金融対策について  
 http://www.meti.go.jp/press/20100910001/20100910001.pdf 


